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Abstract

The purpose of this paper is to analyze the impact that “impressions of cities” and 

“employment-related” on rural young people with respect to their future residential area 

based on the survey data. The basic questions are whether young people will want to live 

in their hometown in rural areas or not. From the results of analysis, although we find 

many students who hope to live in their local towns during elementary school, such students 

become fewer by junior high school. Upon high school graduation, however, the number of 

students who want to stay in their hometown is seen to parallel that of elementary school. 

How do young people’s impressions of urban areas or their sense of values affect their hopes 

concerning their future residential area?

Their views about urban areas negatively impact their attitudes toward living in their 

hometown. This effect is most prominent among junior high school students, but it is 

relatively less important to high school students. The impact of values is somewhat more 

complicated. Although generally a factor of higher “employment-related career aspirations 

(one particular sense of values) would be expected to negatively affect attitudes about living 

in rural areas, in fact it is seen to correlate positively. In conclusion, young people’s criteria 

of selecting future residential areas appears to be changing. Now young people tend to move 

to urban areas, but if their values change, these trends might offer the possibility of shifting 

their preferred future residential area from urban areas to rural areas.
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Ⅰ．はじめに ― 研究の背景と目的

日本創成会議が「地域の消滅」という言葉を用いて、少子化などにともなう人口減少につい

て問題提起をしたことは記憶に新しいが、近年、地方部の自治体では人口減少が地域の政策課

題として重要度を増してきている。これらの自治体での人口減少は、少子化にともなう自然減

少もその要因であるが、社会動態の影響も大きい。そして、いずれの減少要因においても若年

層が大きく関わっており、状況をより深刻にしている。若年人口は自然増減における出生数の

母数であり、また進学や就職などのライフイベントが重なることから人口移動が活発な年齢層

でもある。そのため地方部の自治体では、若年層の流出そのものによって人口が減少するとと

もに、人口再生産の母数となる若年人口が減少することで自然動態としても減少するという、

二重の人口減少要因が負のスパイラルを形成し、人口減少に拍車をかける。さらに、国勢調査

や各種統計から、日本社会は 2010 年前後を境に人口減少局面に入ったとされるが 1、社会全

体の人口規模が縮小するなかでは、地域的な人口移動がそのまま地域間の人口のゼロ・サム的

な奪い合いの状況となり、都市部と比較して人口吸引力の乏しい地方部の自治体では人口減少

が今後さらに加速する可能性が高い。

このような地方部の自治体における人口流出の問題について、本研究では若年層の居住地選

択志向のあり方からアプローチする。人口の「移動」については、これまでにも各方面から研

究が行われているが、人口の地域的な移動の規定要因として、移動する個人の意識や態度など

内面に焦点を当てた研究はあまり見られない。その理由の 1 つとして、人口の地域的な移動は

雇用や進学などの外的な要因によって規定されており、居住地選択に対する個人の意思や希望

とは独立した現象として扱われていることが挙げられる。例えば、石黒らは「若者が地方から

大都市へと移動するとき、その意思決定は強く社会的状況の影響を受ける。そして、そうした

状況の力は意思決定の必要を奪うことさえある」（石黒他 , 2012, p.2）として、人口の地域移

動の要因を個人に求める事は避け、社会的要因に限定して検討している。このように、本人の

意に反するとしても、社会的条件によって居住地を移動しなければならない状況であれば、人

口移動の説明変数として個人の意思や希望を考慮する必要はあまりないだろう。

もう 1 つの理由として、地域移動の要因として人々の居住地そのものへの志向がこれまであ

まり重視されてこなかったことがある。人口の「移動」を扱う研究として、「社会階層と社会

移動全国調査（SSM 調査）」に代表される階層移動研究がある。これらの研究では、人口の「移動」

を扱っているが、その主な関心は階層を軸とした垂直移動であり、人口の地域移動については、

「階層構造の地域差の結果としてもたらされる副次的な現象として扱われる傾向があった」（塚

原他 , 1990, p.138）と指摘されるように、これまであまり関心が払われてこなかった。これは、

階層移動研究では「移動」における行動原理として、暗黙にせよ明示的にせよ人々は教育達成

や地位達成など階層軸における上昇移動のアスピレーションに基づいて行動することが前提

とされているためである 2。そのような中で、塚原ら（前掲）は、人口の地域移動と個人の地

位達成過程との関係を検討しており、地位達成に対して説明力の高くない変数と地域移動との
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関連から、地域移動を階層移動とは別個に検討する必要を示している。しかし、地域移動を階

層移動とは独立した現象として捉えようとする点では評価できるが、あくまでも階層移動研究

の枠組みにおいて、そこから説明できない残余として地域移動独自の規定要因を捉えているに

すぎない 3。

階層移動研究などにおいて、地位達成や教育達成などの上昇アスピレーションが前提とされ

るのは、それが実際の行動や現象を説明する有力な変数であったためだろう。より高い教育や

地位、収入を目指すという経済的合理性の面から人々の行動を説明するのは、経済学をはじめ

として最も有力な仮説の１つであるといえる。もちろん、人々の行動は経済合理性以外の要因

にも左右されるが、その相対的なウエイトは他の価値基準よりもかなり大きかったことは間違

いないだろう。そのため、変数としては存在するが説明力に乏しいために、これまでほとんど

注目されなかったのではないだろうか。

しかし近年、若年層の「移動」について、上昇アスピレーションを中心とした経済合理性と

は異なる要因が指摘されるようになっている。若年層が地域移動する大きな契機として進学や

就職が挙げられるが、進路選択が上昇アスピレーションではなく、居住地そのものへの志向と

関連することを示唆する研究が教育社会学においていくつか見られる。富江（1990）は、地方

部の高校生の進路選択において、卒業直後の移動は「上昇移動を狙うために何が何でも大都市

へ出たいというよりは、一時的に滞在する場所」として都市部が捉えられていることを指摘し

ている。また中村（2010）は、「空間的距離感覚」が高校生の進路選択に影響しており、感覚

的な「近さ」が進路選択の基準の 1 つになっていることを「ローカリズム」として示し、そ

の傾向が都市部においても見られることを指摘する。他にも、石戸谷（2004）はエスノグラッ

フィックな調査によって、地方部の高校生の進路選択において、希望する職業やより威信の高

い職業よりも家族との関係が優先され、住み慣れた場所から離れたくないという「地域重視」

の志向も重なり、成績などの条件が満たされているにも関わらず、地域移動が抑制されること

を示す。

これらの指摘は、見方を変えれば若年層の価値観や行動原理として、地位達成や教育達成な

どの上昇アスピレーションのウエイトがかつてよりも相対的に低下していることを示唆して

いるといえるかもしれない。日本社会が成長段階から成熟段階に入り、いわゆる「バブル崩壊」

以降の長期的な不況などの社会状況と関連づけながら、近年の若年層における価値観や志向の

変化について言及した研究が数多く見られるようになっている。本稿ではこの点を十分に整理

することはできないが、例えば原田（2013）は、現代の若年層を「さとり世代」と名付け、い

わゆる「バブル世代」とは大きく異なり、ある意味で保守的で上昇志向の乏しい現代の若者の

行動パターンや価値意識を描いている。また原田（2014）は、地方部のいわゆる「下流」の「ヤ

ンキー」と呼ばれる若年層においても、かつてと比較して「上『京』志向が無く、（中略）地

元から出たがらない若者たち」（原田 , 2014, p.25）に変質していることを示すとともに、彼ら

が「地元」を居住地として強く志向することを指摘している。原田が描き出すこのような若者

象が、現代の若年層の姿の全てではないだろうが、他の研究でも若者の変化や特徴について大
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枠では共通した認識がみられるように思える。

若年層の行動原理や価値観が、その理由はさておき、これまで前提とされてきたいわば単純

な上昇志向的価値から別の価値に相対的なウエイトを移しているとすれば、進路選択や将来の

居住地選択のあり方も変化する可能性がある。地位達成や教育達成などの上昇アスピレーショ

ンが行動基準として大きなウエイトを占めるならば、居住地選択では一般に上昇移動の機会が

数多くある都会が志向されるため、人口の地域移動は階層移動の副次的な現象として位置づけ

られよう。しかしいくつかの先行研究からも見たように、今日の若年層においては、これまで

とは異なる地元志向やローカリズムの高まりがうかがえる。これは、彼らの進路選択において、

単純な上昇志向的価値のウエイトが低下したことで、居住地そのものが相対的に考慮される

（できる）ようになり、その志向が実際の行動にも一定の影響をおよぼすようになった結果で

あると考えることができるかもしれない。むしろ、かつてのように一定のライフコースに沿っ

た将来が見通せなくなる中で、これまでのように進路の選択が単純な上昇志向的価値とは結び

つかなくなったことが、これまで従属的に決まるものとしてあまり考慮することがなかった将

来の居住地を、進路選択基準の 1 つとして顕在化させたと考えるのが妥当だろうか。そして、

将来が不確実な状況での選択として、慣れ親しんだ「地元」への志向が高まっているのかもし

れない。

このような若年層の志向や価値観の変化に加えて、地方と都会との関係や地方部の居住条件

が変化していることも、若年層の居住地選択に影響をおよぼしていることが指摘されている。

先にも参照した富江は、高校生本人が都会に居住した経験が無くても、身近な人やマスコミな

どを通じて以前よりも都会に対する正確な情報を得られるようになっており、彼らは都会に対

して、「自らが住んでいる地元とは違ったところという意識はあり、都市の文化的刺激の多さ

にひかれて漠然としたあこがれは持っている」ものの、そこに「幻想は抱いていない」として

いる（前掲 , p.152）。つまり都市と地方での情報格差が縮小し、地方部の若年層が都会につい

て事前に知識を持ったことで、都会を上昇志向的価値と単純に結びつけて憧れることができな

くなり、若年層にとっての「都会」の地位が低下したと考えられる。また阿部（2013）は、大

型ショッピングモールの地方での展開が「大都市のような刺激的で未知の楽しみがあるわけで

はないが、家のまわりほど退屈なわけではない」という「ほどほどパラダイス」を地方部の若

者にもたらし、またモータライゼーションの進行が生活パターンや人間関係のあり方を変えた

ことで、若者にとって地方都市が「田舎ほど不便ではなく、大都市ほどごみごみしていない」

という、ほどよく魅力的な空間へと変化していることを指摘する。このような地方部の変化が

都会へのある種の幻滅とも相まって、「地方」対「都会」の二項対立における一方的な都会へ

の志向から若年層の目を地元へと向けさせているといえる。

このように、若年層が上昇移動を求めて都会を志向するという構図がかつてほど強固なもの

ではなくなってきている中で、移動する個々人の意思や希望、およびそれを規定する要因を検

討することは、人口の地域移動を考える上で有用である。とはいえ、本人の意思や希望が、先

にも指摘したように必ずしもそのまま行動に直結するわけではない。その意味では、やはり地
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域移動の現象を説明する要因として相対的には弱い。しかし、将来の人口の地域的な分布と移

動について考える上で、例え希望通りには居住地を選択できないとしても、個人の意思や希望

は人口の地域移動を左右する潜在的な変数として重要性を増しているといえる。また、国土に

おける人口の地域的な分布のあるべき姿については別途の議論が必要であるが、その政策的な

アプローチのためにも人々の居住地選択に対する意識や態度を検討しておく必要があるだろ

う。現実的な地域移動の動態と個人の意思や希望とにズレがあるならば、地域的な条件を操作

することで移動の動態に政策的にアプローチできる可能性があるし、そうでなければ条件整備

だけではなく個人の移動の動機にもアプローチする必要があるかもしれない。国土全体におけ

る人口の地域的分布の政策的議論はようやく緒に就いたばかりではあるが、地方部では人口減

少が現実的な政策課題となり、既に対応を進めている自治体も増えている 4。本研究では、こ

うした政策的課題を踏まえ、これまであまり注目されてこなかった人々の居住地選択に対する

志向に注目することで、人口の地域移動を検討するための新たな視点を示したい。

Ⅱ．分析に使用するデータ

ここでは、2011 年に福井県若狭町で実施した若年層の定住意識に関する調査データを用い

て、地方部の若年層の居住地選択志向について検討していく。分析に先立って、町の特徴およ

びデータの概要について簡単に整理しておく。若狭町は、福井県南部の嶺南地域に位置し、い

わゆる平成の合併によって 2005 年に設置された自治体で、合併後の人口が約 16000 名の小規

模な自治体である。人口構成については、少子高齢化が進行しており、人口についても自然動

態、社会動態ともに減少傾向で、町の重要な政策課題となっている。地域的には、周辺に中核

的都市は存在しないものの、京阪神地域や中京地域へのアクセスが比較的良く、町内には工業

団地が立地しており一定の雇用を生み出している。しかし、通学可能な範囲には高等教育機関

がほとんど存在せず、高校卒業後の進学のためには必然的に町外に移動する必要がある。生活

の基盤となる雇用情勢については、有効求人倍率が定常的に 1 を上回っており、比較的良好な

状況であるといえる。地方部の自治体の状況は地域によって様々であるため、若狭町を直ちに

それらの代表事例と見なすことには注意を要するが、高等教育機関へのアクセスの問題から進

学が若年層の主な人口流出の契機となっていることや、人口減少の問題を抱えてはいるが地域

社会および地域経済がまだ決定的に破綻するほどの状況ではないことなどの点は、多くの地方

部の小規模自治体に共通する状況であるといえる。

分析に用いるデータの詳細については西出（2012a）にまとめているが、ここではその概要

について表 1 に簡単に整理しておく。中学生から高校生までの調査では、各学校の協力が得ら

れたため高い回収率となっているが、学生・社会人調査については調査方法が異なるため回収

率が低く、調査方法上の問題もあるため他の区分のデータと比較する際にはやや注意が必要で

ある 5。地方部の若年層の居住地選択志向を検討する上で、このような幅広い年齢層を対象と

した大規模な調査データは他に見られず貴重である。
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表 1：データの概要
調査対象 福井県若狭町の小学校 5 年生から大学卒業年次にあたる学年（2,333 名）

調査方法 小学生、中学生、高校生、学生・社会人に区分し、小学生、中学生、高校生については
学校の協力による託送調査、学生・社会人については郵送調査。

調査内容
町への居住意向、価値観、町に対する認識、都会イメージなど
各区分の調査項目は基本的に共通であるが、学生・社会人調査をベースに区分毎に文言
および項目を調整している。

調査期間 小学生、中学生、高校生調査　　2011 年 10 月 27 日～ 11 月 15 日
学生・社会人調査　　　　　　　2011 年  8 月 10 日～  8 月 31 日

回収率 小学生：100%	 中学生：96.5%
高校生：88.4%	 学生・社会人：25.5%

Ⅲ．若年層における地方部への居住意向

ここでの分析に先立って、本データについては既に基本的属性や家族に関する項目と町への

居住意向との関係を中心に、基礎的な分析を行っている（西出 , 2012b; 西出 , 2012c）。これを

踏まえて、本稿では都会イメージや価値観と居住意向との関係を中心に、若年層における将来

の居住地選択についての意識構造を分析する。

まず、目的変数である町への居住意向について見る。調査では、「実際にどうするかは別に

して、あなたは若狭町に住みたいですか」として「住みたい」から「住みたくない」までの 4

段階、および「わからない」から選択式で将来の居住意向をたずねた。このうち、「住みたい」「ど

ちらかといえば住みたい」と回答した者の割合を、学年別に集計したものを図 1 に示す。小学

生の段階では、将来も町に住みたいと考える者が 60％近くいるが、中学生になると急激に割

合が減少する。しかし、高校生以降では住みたいと回答する者が増加し、全体としてみれば「V

字型」の推移となる。ただし、態度を決めかねている「わからない」と回答する者がどの学年

にも 10% から 25％程度存在しており、図 1 に集計した者以外が、そのまま住みたくないと回

答しているわけではない。なお、パネル調査のデータではないため、この分布が年齢にともな

う推移であるか、調査時点で見られる学年毎の特徴であるかを厳密に区別することはできない

が、ここでは年齢の進行に伴うパターンであると見て、擬似的な時系列データとして検討を進

める 6。
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図 1：年齢と居住意向
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小学生で、将来も町に住みたいと考える者の割合が多いのは、将来の進路や人生設計を考慮

した回答というよりも、子どもの素朴な感覚による回答だと考えられる。その後、中学生から

高校生にかけて、町への居住意向を持つ者は減少する。成長段階におけるこの時期には、一般

に行動範囲や視野が広がり、社会的な関心や将来の進路などについての意識も芽生え始めると

されるが、このことが地元への居住意向を低下させる大きな要因だと考えられる。ただし、こ

の段階での将来の居住地に対する態度は、さほど具体的なものではなく抽象的なイメージに留

まると考えるのが妥当だろう。高校生以降になると、将来も町に住みたいと考える者が増加に

転じる。成長につれてさらに視野が広がり、また将来を大きく左右する進路選択を現実的な問

題として迫られる高校生以上の回答は、より具体的な将来の居住地選択に対する態度だと考え

られる。特に若狭町の高校生は、進路選択において進学が一時的にせよ居住地移動を伴うもの

であるため、高校卒業時の進路選択は居住地選択との関連が深い。その高校生において、中学

生の段階で低下した町への居住意向が上昇することは興味深い。

これまでに見た先行研究では、若年層の地元志向の高まりが指摘されているが、ここでも町

外に移動する契機となる高校卒業時点では町外への脱出志向はさほど高くはなく、若狭町の若

年層においても一定の地元志向が観察できる。またこの地元志向は、小学生から高校生に至る

過程において一貫しているわけではなく、中学生の時期に大きく低下した上での居住意向の高

さであることから、小学生の段階とは質的に異なる、より現実的な判断としての地元への志向

であると考えられる。

これに対して実際の移動を見ると、若年層の多くが進学や就職を契機に町を離れ、教育終了

後も大半は町に戻ることはない。若狭町役場の調査によると、高校卒業後に就職する者は学年

全体で約 30% であるが、彼らのうち約 70% は周辺地域で就職し町内に居住する。他方で、進

学する者は高等教育機関が通学可能圏内にほとんど存在しないため約 95% が町外に移動する

が、教育終了後に町に戻るのは進学者のうち約 20% である。結果として、最終的には学年全

体で約 60% の者が町外へ移動することになる。高校 3 年生および学生・社会人における町へ

の居住意向の分布と、実際の居住地選択を比較すると、態度を決めていない者（「わからない」

を選択）を除けば、高校生で約 30%、学生・社会人で約 25% が、町に住みたくないと回答し

ているのに対して、実際に町を離れる者は大きくこの値を上回っている。したがって、外的な

条件と本人の意思や希望との間にはズレがあり、潜在的には地方部への居住志向がありなが

ら、構造的な要因によって都市部へと移動していることがわかる。

Ⅳ．都会イメージと居住意向の関係

若年層における一定の地元志向および、本人の希望と実際の移動との乖離を確認したところ

で、次に居住地選択の規定要因として彼らの価値観との関係について分析を進める。ここから

の分析は、町への居住意向が低下する中学生と、それを経て居住意向が上昇する高校生を中心

に行う。小学生については、将来の居住地選択の志向や価値観、都会への関心などが充分に形

地方部における若年層の居住地選択志向に対する都会イメージおよび価値観の影響（西出）

－ 165 －



成されていないと考えられることから、ここでは扱わない。また学生・社会人調査については、

データにやや問題があることから、そのまま中学生、高校生のデータと対比することは難しい

と判断し、ここでは検討しない。

地方部の若年層の進路や居住地選択のあり方として、しばしば「都会志向」が挙げられる。

若者の都会志向はある種のステレオタイプともなっているが、先行研究や先に見た若年層の地

元への居住意向の様子から、近年の若年層は必ずしも都会への移動を望んでいるわけではない

ことが明らかになってきた。そこで、まず若年層における都会へのイメージと居住地選択の志

向との関係を検討する。先に見た富江（前掲）が指摘するように、若年層が都会に対して「幻

想は抱いていない」ならば、都会イメージによって居住地選択の志向は左右されないはずであ

る。

調査では、都会に対するイメージとして 12 の項目を挙げ、それぞれの項目について「そう

思う」から「思わない」まで 4 段階でたずねた。これらの項目を個別に検討すると煩雑になる

ため、まず因子分析によって都会イメージの構造を探り、それが町への居住意向にどのような

影響をおよぼすのかを検討していく。

表 2：中学生の都会イメージに関する因子分析
因子 1 因子 2 共通性

あこがれの場所 0.76 0.01 0.57
好きなことが何でもできる 0.76 0.10 0.56
住んでみたい 0.75 -0.10 0.61
便利で快適に生活できる 0.70 -0.03 0.50
成功のチャンスがたくさんある 0.62 0.00 0.39
人間関係が広がる 0.60 -0.10 0.39
流行や芸術の中心 0.59 0.16 0.34
住環境が悪い -0.01 0.84 0.70
人間関係が冷たい -0.04 0.75 0.57
治安が悪い 0.07 0.72 0.51
一生住むところではない -0.11 0.57 0.36
生活費が高い 0.12 0.52 0.26
因子寄与（初期解） 3.53 2.24
因子寄与率（初期解） 29.42 18.64

※最尤法・プロマックス回転
※回転後のパターン行列

※因子負荷量が 0.4 以上の項目を強調
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表 3：高校生の都会イメージに関する因子分析
因子 1 因子 2 因子 3 共通性

治安が悪い 0.75 0.11 -0.19 0.55
住環境が悪い 0.75 -0.10 0.10 0.59
人間関係が冷たい 0.73 0.12 -0.20 0.35
生活費が高い 0.62 0.05 0.02 0.39
一生住むところではない 0.53 -0.27 0.21 0.39
あこがれの場所 0.01 0.78 0.04 0.63
住んでみたい -0.17 0.72 -0.07 0.51
好きなことが何でもできる 0.07 0.65 0.13 0.53
便利で快適に生活できる -0.01 0.43 0.25 0.34
流行や芸術の中心 0.24 0.33 0.17 0.26
成功のチャンスがたくさんある 0.05 0.24 0.59 0.55
人間関係が広がる -0.13 0.09 0.55 0.51
因子寄与（初期解） 2.70 2.42 0.49
因子寄与率（初期解） 22.48 20.15 4.10

※最尤法・プロマックス回転
※回転後のパターン行列

※因子負荷量が 0.4 以上の項目を強調

中学生および高校生の都会イメージについて因子分析を行ったところ、表 2、表 3 に示すよ

うに、中学生では 2 因子、高校生では 3 因子が検出された。因子の内容について見ると、中学

生の都会イメージの第 1 因子は、都会を肯定的に捉える項目の負荷量が高いため「都会肯定」

因子とする。第 2 因子は、都会に対して否定的な項目の負荷量が高いため「都会否定」因子と

しておこう。都会を肯定と否定から二面的に捉えるわかりやすい構造であるといえる。高校生

も基本的には都会への肯定的イメージと否定的イメージを中心に捉えていることから、第 1 因

子を「都会否定」因子、第 2 因子を「都会肯定」因子とする。これに加えて、高校生では第 3

因子が検出され、「成功のチャンス」や「人間関係の広がり」の項目で因子負荷量が高いこと

から、都会を成功のチャンスや上昇の機会として捉える因子であることがうかがえる。そこで

第 3 因子は、「成功機会」因子とする。中学生、高校生ともに、基本的構造として肯定と否定

の二面から都会を捉えているが、高校生では都会に対する正負のイメージとは別に、成功の機

会が得られる場としての認識が分化しており、中学生と比べれば進路選択との関係でより具体

的に都会へのイメージを持っていることがわかる。

では次に、これらの都会イメージが居住意向とどのような関係にあるのかを、居住意向を目

的変数とする重回帰分析によって検討する。表 4 に、中学生および高校生の町への居住意向を

目的変数に、都会イメージを説明変数とした重回帰分析の結果を示す。なお、モデルには統制

変数として基本的属性を投入している。中学生について見ると、モデルは町への居住意向を有

意に説明しており、その決定係数（Adj. R2）も 0.31 と比較的大きい。都会イメージの影響を

見ると、「都会肯定」因子、「都会否定」因子ともに、居住意向に有意な影響をおよぼしており、

その値も比較的大きい。影響の方向は、予想されるとおり都会を肯定するほど町への居住意向

は押し下げられ、都会への否定的イメージが居住意向を押し上げるが、その影響は「都会肯定」
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因子の方がより大きいことがわかる。他方で、高校生でもモデルは有意であるが、決定係数は

0.08 となり中学生と比較するとかなり小さい。それぞれの都会イメージは、中学生と同様に「都

会肯定」「都会否定」の 2 因子が居住意向に対して有意な影響をおよぼし、その方向も同様で

ある。高校生のみで検出された、都会を「成功機会」として捉える因子は、居住意向に対して

有意な影響をおよぼしていない。

都会イメージの居住意向への影響は、中学生、高校生ともに大枠では同じ構造であるが、高

校生ではモデルの説明力がかなり小さい。ここから、中学生では都会に対するイメージが将来

の町への居住意向を大きく左右するが、高校生になると居住地選択に一定の影響をおよぼすも

のの、全体としては都会へのイメージにあまり影響されないことがわかる。一般に、成長とと

もに視野が広がり経験も豊富になることを考えれば、中学生の段階では都会に対してまだ「幻

想」を抱いており、肯定的なイメージがそのまま「田舎」からの脱出志向へと結びつくのだろう。

それが、高校生になると具体的な進路選択との関係でより現実的に都会を捉えるようになり、

都会へのイメージが直ちに居住地選択には結びつかなくなると考えられる。また高校生におい

て、都会を「成功機会」として捉えたとしても、それが地元からの脱出志向には結びつかない

ことも興味深い。これらのことから、達成や成功のために都会を目指すような上昇志向的価値

が、彼らの進路選択や人生設計の判断基準として相対的にウエイトを低下させていることがう

かがえる。

表 4：町への居住意向に対する都会イメージの影響（重回帰モデル）
中学生 1 中学生 2 高校生 1 高校生 2
ベータ ベータ ベータ ベータ

性別（男性ダミー） 0.10 * 0.04 0.04 0.00 
学年 -0.18 *** -0.18 *** 0.16 *** 0.15 **
居住地（旧町ダミー） -0.18 *** -0.19 *** 0.04 0.04 
長子ダミー -0.01 0.04 0.10 0.12 *
父出身（町内出身ダミー） 0.04 0.04 0.02 0.03 
母出身（町内出身ダミー） 0.17 *** 0.17 *** 0.13 ** 0.13 **
祖父母同居ダミー 0.05 0.03 -0.01 0.00 
都会肯定因子 -0.37 *** -0.37 *** -0.18 ** -0.20 ***
都会否定因子 0.14 ** 0.11 * 0.11 * 0.11*
成功機会因子 － － 0.09 0.12 
進学希望ダミー － -0.10 * － -0.01 
R2 0.33 *** 0.35*** 0.11 *** 0.11***
Adj. R2 0.31 *** 0.32*** 0.08 *** 0.07***
N 300 243 285 279

*:p<0.1 **:p<0.05 ***:p<0.01

次に、都会への移動機会となる高等教育への進学希望をモデルに追加的に投入する。表 4 の

「中学生 2」と「高校生 2」を見ると、中学生では高等教育への進学希望が町外への脱出志向に

有意に影響しているが、高校生にはそれが見られない。また、いずれの場合でも進学希望をコ

ントロールしても、都会イメージの影響のあり方は変わらない。若狭町の高校生が卒業後に就

地方部における若年層の居住地選択志向に対する都会イメージおよび価値観の影響（西出）政策科学 23 － 4, Mar. 2016

－ 168 －



職する場合、ほとんどが周辺地域で職に就き居住地を移動しないことを考えれば、彼らにとっ

て進学は町からの脱出を実現する機会であるといえる。進学をそのような契機として捉えてい

るならば、進学希望の有無が居住意向にも影響すると考えられるが、中学生ではそれがやや観

察できるものの、高校生では変数を投入してもモデルの説明力は変わらず、目的変数に対して

も有意な影響は見られない。

これらのことから、中学生では都会への憧れが将来の進路を見通す上で比較的強い影響をお

よぼしているが、高校生になると単純な都会への憧れだけでは進路の判断を行っていないこと

が見えてくる。富江（前掲）が指摘するように、若年層が様々なチャンネルを通して都会につ

いての正確な情報を得ることで「幻想」を抱かなくなるとすれば、中学生の段階ではまだ幻想

として都会を見ているが、高校生になるともはやそのような幻想を持たなくなり、それとは別

の基準で進路を考えているということだろう。少し見方を変えれば、中学生で都会志向が見ら

れるということは、やはり若年層にとって都会が憧れのシンボルであることは間違いないのだ

ろう。かつては、その憧れが都会についての正確な情報や経験を得る機会が限られていたため、

高校生もそのような状況にあったのが、様々な情報が得やすくなるとともにそのような「幻想」

を持たなくなったということだろう。

以上から、若狭町の若年層は中学生の段階で都会への憧れから町外への脱出志向を一旦は高

めるが、それは持続せず、高校生になると単純な都会志向の影響は限定的になり、それとは異

なる変数が地元志向を押し上げている可能性があることが明らかになった。また若年層が都会

への憧れを持たなくなったわけではなく、富江も指摘するように都会を冷静に見るようになっ

たことが、地元に目を向けさせる 1 つの要因であると考えられる。以降では単純な都会への憧

れが町外への脱出志向とは結びつかなくなるなかで、どのような価値が居住地選択の志向を規

定する要因となっているのかを、高校生のデータを中心に検討する。

Ⅴ．職業観・人生の価値と居住意向の関係

これまでの研究では、地域移動の要因として地位達成や教育達成などの上昇移動の動機が前

提とされ、その達成の機会が都会に集中していることから、地方から都会への地域移動が説明

された。そこで、地位達成に対する志向を示す変数として職業観、および人生において重視す

る価値をとりあげ、町への居住意向との関係を分析する。

まず若年層の職業観について検討しよう。調査では、職業選択において重視する点をたずね

ているが、ここではこの項目について因子分析を行い職業観の因子構造を探ったうえで、居住

意向との関係を検討する。
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表 5：高校生の職業観に関する因子分析
因子 1 因子 2 因子 3 共通性

かっこいい職業 0.81 -0.09 0.06 0.66 
社会的に尊敬される職業 0.81 0.18 -0.09 0.74 
権力が大きい職業 0.77 -0.15 0.16 0.65 
責任が大きい職業 0.46 0.15 0.10 0.37 
高い収入が得られる職業 0.45 0.00 -0.11 0.17 
誰かの役にたち感謝される職業 0.07 0.79 -0.05 0.64 
やりがいが・達成感がある職業 -0.13 0.73 0.16 0.58 
社会貢献できる職業 0.03 0.72 0.08 0.60 
自分自身がやりたい職業 -0.10 0.52 0.05 0.26 
給料や生活の安定した職業 0.20 0.40 -0.26 0.19 
創造力を発揮できる職業 -0.10 0.02 0.84 0.65 
自立性の高い職業 0.06 0.03 0.74 0.62 
高い専門的技術を必要とする職業 0.29 -0.03 0.44 0.40 
因子寄与（初期解） 4.42 1.27 0.82 
因子寄与率（初期解） 34.02 9.77 6.33 

※最尤法・プロマックス回転
※回転後のパターン行列

※因子負荷量が 0.4 以上の項目を強調

表 5 は職業観に関する項目の因子分析の結果である。分析の結果、高校生の職業観として 3

つの因子が検出された。第 1 因子は、高い地位や職業威信への志向を示す項目の負荷量が高く、

また高収入などに対しても負荷量が比較的高いことから、「上昇・達成志向」の因子としよう。

第 2 因子は、やりがいや社会貢献などの負荷量が高いことから、「社会貢献・やりがい」の因

子であると考えられる。なお、この因子は生活の安定といった項目とも関係が深い。第3因子は、

仕事の創造性や自立性を重視する項目の負荷量が高く、職業的専門性を重視する項目でも負荷

量が比較的高いことから、専門性を活かすような「自律・創造」的な職業観の因子だといえる。

これらの因子のうち、第 1 因子の「上昇・達成志向」は、都会への人口移動を促す要因とされ

てきた階層の上昇志向的な価値であると考えられる。

職業観と同様に、人生において重視する価値についても因子分析を行い、因子構造を探る。

表 6 は、人生において重視することをたずねた項目について因子分析を行った結果である。分

析から、人生の価値として 2 つの因子が検出された。第 1 因子では、「安定して落ち着いた生活」

の負荷量が最も高く、「人並み」「のんびり」「結婚」「家庭」「健康」など、安定志向の価値を

重視する因子であることがうかがえる。したがって、第 1 因子は「安定志向」とする。この因

子には「お金や物の高級な暮らし」といった物質主義的豊かさも含まれるが、安定した生活を

送る上での物質的な豊かさということだろう。第 2 因子は、「刺激のある生活」や「他人との

競争に勝つ」など、安定志向とは逆方向の価値であることから、「向上・刺激・競争」の因子

とする。若年層が人生において重視する価値の構造は、比較的シンプルであることがわかる。
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表 6：高校生の人生における価値に関する因子分析
因子 1 因子 2 共通性

安定して落ち着いた生活をおくること 0.90 -0.22 0.68 
健康な生活をおくること 0.66 0.04 0.46 
人並みに暮らすこと 0.56 -0.06 0.29 
のんびり暮らすこと 0.45 0.03 0.22 
お金や物の面で高級な暮らしをすること 0.42 0.23 0.32 
結婚して家庭を築くこと 0.42 0.15 0.25 
刺激のある生活をすること -0.12 0.70 0.43 
教養を高めたり美的センスを磨くこと 0.06 0.67 0.49 
他人との競争に勝つこと -0.15 0.66 0.38 
社会の出来事や問題に関心を持つこと 0.11 0.63 0.47 
人間関係を広げること 0.34 0.37 0.36 
趣味やスポーツを楽しむこと 0.20 0.37 0.24 
因子寄与（初期解） 3.33 1.25 
因子寄与率（初期解） 27.73 10.39 

※最尤法・プロマックス回転
※回転後のパターン行列

では、これらの職業観や人生の価値が地元への居住意向にどのような影響をおよぼすのかを

検討する。高校生の町への居住意向を目的変数として、職業観の因子および人生の価値の因子

を説明変数とした重回帰分析の結果を表 7 に示す。

表 7：町への居住意向に対する職業観・人生価値の影響（重回帰モデル）
職業観 1 職業観 2 人生価値
ベータ ベータ ベータ

性別（男性ダミー） 0.06 0.06 0.05 
学年 0.16 *** 0.16 *** 0.19 ***
居住地（旧町ダミー） 0.02 0.08 0.02 
長子ダミー 0.07 0.05 0.04 
父出身（町内出身ダミー） 0.06 0.04 0.04 
母出身（町内出身ダミー） 0.10 * 0.09 0.10 **
祖父母同居ダミー 0.03 0.03 0.02 
進学希望ダミー 0.04 0.05 0.01 
上昇・達成志向因子 0.18 ** 0.13 * －
社会貢献・やりがい因子 0.19 ** 0.09 －
自律・創造因子 -0.14 * -0.17 ** －
安定志向因子 － － 0.06 
向上・刺激・競争因子 － － 0.06 
町への愛着 － 0.40 *** －
R2 0.12 *** 0.25*** 0.07 **
Adj. R2 0.09 *** 0.21*** 0.03 **
N 289 279 307

*:p<0.1 **:p<0.05 ***:p<0.01

「職業観 1」を見ると、居住意向を説明するモデルとして有意であるが、決定係数（Adj. R2）

はそれほど大きくない。興味深いのは、職業観の各因子がいずれも町への居住意向に対して
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有意な影響をおよぼすが、その方向が予想とは異なる点である。「上昇・達成志向」の職業観

は、より高い職業や地位への達成志向であると考えられるが、一般にこれらの達成はその機会

が多い、ないしはそこでしか実現できない都会への移動が基本的な前提となると考えられる。

しかしこの因子は、予想に反して町への居住意向を押し上げる方向で影響をおよぼしている。

この点についてはさらなる分析を要するが、1 つの見方として、表 4 で示した都会を「成功機

会」として捉えても居住意向には影響しないことなどを考え合わせれば、若年層が考える「社

会的に尊敬」され「かっこいい」仕事に就きたいということの内容が、かつてのように都会に

出て成功するというイメージでは捉えられていないということなのだろうか。すなわち、都会

への移動と職業的達成とが、かつてのように単線的には結び付いてはいないのかもしれない。

他方で、地元からの脱出志向と結びついているのは、自律的、創造的な職業への志向である。

都会は、成功や達成というよりも、創造性や専門性を活かした職業に就くといった、いわば自

己実現を目指す場として捉えられているといえるのかもしれない。

町への居住意向を押し上げるもう 1 つの職業観の因子として、「社会貢献・やりがい」がある。

この因子は、社会や他者への貢献、自分自身のやりがいなどから構成されるが、町への居住意

向との結びつきから、この場合の貢献の対象となる社会とは、恐らく「地元」を指しているの

だろう。また、やりがいについても、より身近な手応えとして捉えられているのではないだろ

うか。そこで表 7 の「職業観 1」のモデルに町への愛着を追加的に投入した「職業観 2」のモ

デルを見ると、愛着の効果は大きく、他方で「社会貢献・やりがい」因子の影響が有意ではな

くなっている。したがって、この関係は町への愛着が地元への居住意向を高めると共に、職業

観にも影響した結果であると考えられる。町への愛着が、地元への居住意向を高め、また地域

での社会貢献という職業観を形成しているのだろう。他方で、町への愛着をコントロールして

も、「上昇・達成志向」の影響は変わらない。この因子が居住意向を押し上げるのは、町への

愛着を媒介としたものではないようである。

もう 1 つの地位達成への志向の変数として検討した人生における価値については、表 7 に示

すようにいずれの因子も居住意向には影響がない。「向上・刺激・競争」といった因子は都会

志向と結びつくと予想されたが、町への居住意向に対する影響はみられなかった。全体として

みれば、職業観も含めて、これらの価値観の変数からは若年層の将来の居住地選択の志向をあ

まり説明できない。これらの結果から見えてくるのは、居住地への志向と階層の上昇移動的な

価値が結びつかなくなっていることである。今日の若年層においては、上昇志向的な価値がか

つてのように都会志向に結びつくわけでもなく、また安定志向が地元志向を押し上げているわ

けでもない。これらの価値は、先行研究に照らせば階層の垂直移動への志向と重なると考えら

れるが、それが今日では単純に都会志向には結びつかなくなっている。他方で、ここではコン

トロール変数として投入した町への愛着が、町への居住意向に比較的大きな影響をおよぼして

いる。町に愛着があるから住みたい、というのは当たり前のことでもあるが、今日の若年層の

居住地選択において、地元志向が地位達成の上昇アスピレーションよりも影響が大きい可能性

があることは注目すべき点だろう。
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では最後に、都会イメージと職業観との関係についても検討しておく。職業観と都会イメー

ジのそれぞれの因子の間の相関係数を表 8 にまとめた。「社会貢献・やりがい」因子は、都会

の否定的なイメージとのみ有意な正の相関が見られる。先に見たように、「社会貢献・やりがい」

因子は地元への愛着との関係があり、それを介して都会否定のイメージと結びついていると考

えられる。「自律・創造」因子は、都会を「成功機会」と捉える因子と有意な相関が見られる。「自

律・創造」の職業観は、町からの脱出志向を押し上げる要因であったが、都会をそのような職

業に就くチャンスが得られる場として捉えているために、こうした職業を目指すことが地元か

らの脱出志向につながるのだろう。これらとは異なり、「上昇・達成志向」因子は、いずれの

都会イメージとも有意な正の相関が見られ、都会を肯定的に捉える一方で否定的にも捉え、成

功機会としても見ることにつながる。見方を変えれば、彼らは都会の良い面についても悪い面

についても、そこがどのような場であるのかを客観的に認識しているといえる。ここから、若

年層が都会に「幻想」を抱いておらず、ある意味では冷静に見ており、上昇や達成を単純に都

会とは結びつけないことがうかがえる。若年層の「都会」の捉え方はかつてとは異なっており、

彼らの進路選択のあり方にも徐々に影響をおよぼすようになってきているといえるだろう。

表 8：職業観と都会イメージとの相関

【都会イメージ】
都会否定

【都会イメージ】
都会肯定

【都会イメージ】
成功機会

【職業観】上昇・達成志向 0.12 ** 0.13 ** 0.13 **
【職業観】社会貢献・やりがい 0.17 *** 0.02 0.09 
【職業観】自律・創造 0.07 0.07 0.12 **

因子得点間の相関係数（Pearson's R）
*:p<0.1 **:p<0.05 ***:p<0.01

Ⅵ．むすびにかえて

人口の地域的な移動を考えるとき、本人の意思や希望は、必ずしも実際の移動を規定する決

定的要因とはならないことが多い。むしろ、本人の意思とは無関係に、居住地の選択は雇用や

生活条件など様々な外的要因によって決まることの方が多く、これまで地域移動の研究におい

てあまり分析の対象とはされなかった。また地域移動は、階層の垂直移動にともなって副次的

に生じる現象として扱われることが多く、そこでは人々の行動原理として上昇志向が前提にあ

り、それ以外の個人の意思や動機にはあまり関心が向けられなかった。これは、人口の地域移

動を説明する変数としてこれらの影響が大きく、現象をよく説明したためであるといえるが、

他方で近年の研究では、そのような前提では充分に説明できない現象が指摘されるようにな

り、階層移動以外の地域移動の要因についても検討されている。

本稿では、人口の地域移動を規定する要因として、これまであまり注目されてこなかった個

人の意識や態度に焦点をあて、地方部の若年層を対象とした意識調査から、彼らの居住地選択
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の志向を分析した。ここで得られた知見を簡単に整理すると、まず分析対象とした地域の高校

生は、現実問題として進学や就職のために高校卒業時に町を離れるかどうかの選択を迫られる

が、意外と「田舎」である町からの脱出志向は低く、本人の希望としては住み続けたいと考え

る者が多いことが明らかになった。また、このような彼らの町への居住意向は一貫して高い水

準を維持していたわけではない可能性が高い。横断データを年齢順に並べて擬似的に縦断デー

タとして見るならば、小学生の段階では町への居住意向を持つ者は多いが、中学生から高校生

にかけて一旦大きく減少し、そこから高校卒業に向けて増加していく。中学生の段階で町を離

れたいと一度は考えた者も、より現実的な選択を迫られる高校生になると、実際の行動はさて

おき、希望としては町に住みつづけたいと考える者が増えるようである。一度は町を離れたい

と思った者が、進路選択を迫られる段階で町への居住意向を持つということは、より現実的な

居住意向ということができるだろう。

このような年齢に伴う居住意向の変化を踏まえて、ここではその規定要因として都会イメー

ジ、職業観、人生の価値に注目して分析を進めた。都会イメージの影響は中学生で大きく、都

会への肯定的なイメージが町からの脱出志向を高めていると考えられるが、高校生では一定

の影響は見られるものの、将来の居住地選択の志向に対する都会イメージの影響は限定的であ

る。次に、都会への志向は一般に高い地位や職業、教育の達成を求める上昇アスピレーション

から生じるとされるが、地位達成や職業達成に対する態度を示す職業観の居住意向におよぼす

影響を検討したところ、より高い地位や収入を目指すと考えられる「上昇・達成志向」因子が、

町からの脱出志向よりもむしろ逆に町への居住意向を押し上げることを確認した。他方で、職

業に専門性や自律性を求める者が町外への移動を志向することや、町への愛着を媒介として職

業にやりがいや社会貢献を求める者は、地元への居住志向が強いことも示した。また、総じて

見れば職業観や人生の価値は、彼らの居住地選択志向をあまり説明しないことが明らかになっ

た。

これらのことから、若年層においては都会に対するイメージが居住地選択のあり方を大きく

左右するような要因ではなくなっていることがうかがえる。また、そのことと表裏をなす地位

達成や職業達成のような上昇志向のアスピレーションも、都会イメージと単純な形では結びつ

いていないことが見えてきた。これまで階層移動研究などでは、人々は職業を中心とした階層

の垂直的上下関係のイメージを共有しており、その軸に沿って皆が上昇移動を目指すとの大き

な前提が置かれていた。そして、その垂直軸におけるより上位の職業や地位が都会に偏在して

いるため、人々は都会に向かって移動するとされた。しかしここでの分析の結果からは、若年

層がこれまでのように階層の垂直軸に沿った上昇志向的価値を必ずしも共有してはおらず、都

会を上昇アスピレーションの受け皿として単純には捉えてはいないことが明らかになってき

た。彼らにとって、人生における目標や達成のあり方は多様化しており、一元的な上昇や達成

だけではなく、やりがいや社会貢献といった価値も重視されるようになっているようである。

今日の若年層の意識構造においては、必ずしも階層の垂直軸に沿って地域的な移動が都会へと

方向付けられてはおらず、地方部の「地元」への志向は、いわば上昇や達成をあきらめた結果
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ではなく、主体的な選択の 1 つとして捉えられているのかもしれない。

しばしば、若年層が都会に出ていくことについて、「彼らは都会に憧れをもっており、田舎

を出て行きたがっている」という一般的な言及に対して、近年の先行研究でも観察されている

ように、ここでも都会に出るよりも地元の町に住みつづけたいと考える傾向が観察された。現

実的な人口の地域移動の動態をみれば、一時期ほど地方部から都会への流入過多は見られない

ものの、依然としてその傾向は変わらない。また、地方部における生活環境や雇用状況を考え

れば、都会へと移動せざるをえない現実があることも確かである。しかしここでの分析では、

その移動が必ずしも本人の意志や希望とは一致していない可能性を示した。

国土における人口の地域的な分布のあり方についての議論をここで行うことはできないが、

仮に東京を中心とした都会への人口の一極集中ではなく、地方部の人口を今後も維持していく

ことを考えるとすれば、ここで観察された若年層の居住地選択志向は重要な変数となりうる。

確かに、都会の方が職業選択の幅も広く就業機会も多いし、生活の利便性や余暇を過ごす娯楽

施設なども充実しているため、潜在的な人口吸引力は強いだろう。人々がこうした生活環境を

求めているのならば、地方部から都会への人口移動を抑制することは難しい。かといって、地

方部にも都会と同等のインフラ整備を今後行っていくことは、非現実的である。しかし、ここ

で明らかになったのは、若年層は必ずしも都会のそのような側面を見て、単純に都会に住みた

いと考えているわけではない可能性である。

都会への移動とは異なり、条件的に厳しいことが多い地方部への居住には、本人のある種の

主体的な選択が必要となるだろう。若年層において、現実には都会に移動しているとしても、

地元への居住意向が低いわけではないという事実は、地方部における人口流出の問題を考える

上で重要な点である。これらを踏まえて、今後の研究課題は、こうした若年層の居住地選択の

志向と現実的な生活条件との間で、どのように実際の居住地選択がなされているのかをさらに

踏み込んで検討することである。
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注
1 総務省統計局の広報資料では、2005 年の国勢調査で戦後初の人口減少が観察された後に、しばらく人口増
減のない静止状態があり、2010 年前後から人口減少社会に入ったと指摘している。（総務省統計局統計調査
部国勢統計課長 千野雅人「統計 Today No.9 人口減少社会『元年』は、いつか？」

　http://www.stat.go.jp/info/today/009.htm、2014 年 4 月1 日確認）
2 階層移動研究の隣接領域である教育社会学のこれまでの研究でも、誰もがより高い教育や地位の達成を目指
し、「すべての高校生がより難易度の高い進路を希望」（富江 , 1997, p.145）するという、前提が置かれている。

3 塚原らの研究については、富江（1997）が同様の指摘をしている。
4 財団法人地域活性化センターが 2012 年に全国の全ての市区町村を対象に実施した調査によると、回答のあっ
た 992 団体のうち「若者定住促進施策」を実施しているのは 724 団体（73.0%）と、多くの自治体で若年層
の定住を何らかの形で政策課題として位置づけていることがうかがえる（地域活性化センター , 2013）。なお、
同報告書はセンターの Web サイトでも閲覧できる。（地域活性化センター「各種調査・研究の報告」

　http://www.chiiki-dukuri-hyakka.or.jp/7_consult/kenkyu/H24kenkyu.html#24、2014 年 4 月10 日確認）
5 学生・社会人調査については、進学などで既に町外に居住している者も多く、基本的には全ての者を正確に
捕捉することができない。若狭町では、本人は転出していても、ほとんどの場合には親や家族はそのまま居
住していることから、夏期休暇中の帰省時期に合わせ、中学卒業時の名簿に記載されている住所に調査票
を郵送した。対象者に直接送付できていない場合があるなど調査方法としての問題も多いが、既に町外で生
活している者まで追跡したデータとしては貴重だといえるだろう。小学生調査については、回収率が 100% と
なっているが実際には対象者を僅かに上回る数の回収票が得られている。その原因は不明であるが、児童
が調査票を紛失した際に予備の調査票が配布され、その後、元の調査票が見つかりいずれも提出された、と
いったことが考えられる。データ整理の時点で問題のある調査票を発見できなかったため、ここでは回収率を
100% として回収された全ての調査票を分析データとして用いる。余分に回収されたサンプルが僅かであるこ
とや、学校での丁寧な対応の結果の不整合であると考えられるため、データに大きな問題は生じないと考え
られる。

6 調査に協力してもらった学校の教員などによれば、それぞれの年代においてここ数年では生徒達が大きく変
化した印象は見られないという。これらの点も考慮して、ここでは調査時点での特徴として表れた分布ではな
く、年齢の進行にともなう居住意向の変化として扱う。
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